
 

 

 

 

地域主権改革の推進に関する決議 

 

 地域主権の確立を最重点政策として掲げる鳩山内閣では、今通常

国会に地域主権改革関連３法案(国と地方の協議の場に関する法律

案、地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

案及び地方自治法の一部を改正する法律案)を提出し、現在、衆議院

において審議が行われている。 

 国と地方の協議の場の法制化は、地方六団体がかねてから求めて

きたものであり高く評価できるが、義務付け・枠付けの見直しは、

地方分権改革推進委員会の勧告で示された見直しの一部にとどまっ

ており、不十分なものと言わざるを得ない。 

 また、政府は、今夏の地域主権戦略大綱の策定に向けて、義務付

け・枠付けの見直しの追加計画、基礎自治体への権限移譲の計画及

び国の出先機関改革の基本的な考え方等の検討を行っているが、各

府省の対応は消極的であるなど多くの課題が残されている。 

 一方、地域主権の確立を目指した地方自治法の抜本改正に向けた

検討を行うため、総務省に地方行財政検討会議が設置され、議会と

長の関係、議会のあり方等について議論がなされている。 

 地域主権改革の進展に伴い、地方公共団体の自己決定・自己責任

の範囲が拡大すれば、住民代表としての意思決定機関である地方議

会の役割は一層重要性を増すことになる。地方議会が住民の負託に

応え、その機能を十分に発揮していくためには、議会の自主性・自

律性を高め、各議会が地域の実情に応じ、自らの判断により権能を

行使できる「強い議会」の構築が必要不可欠である。 

 よって、国においては、下記事項を実現するよう強く要望する。 

 

記 



 

 

１．国と地方の役割分担の見直しと都道府県から市への権限移譲 

  国と地方の役割分担を見直し、国から地方に事務・権限及び財

源を一体的に移譲すること。 

  また、「補完性・近接性の原理」に基づき、住民に身近な行政を

担う基礎自治体への事務・権限及び財源の移譲を推進することと

し、当面、地方分権改革推進委員会の勧告どおり都道府県から市

への権限移譲を行うこと。 

２．義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

  地方自治体の自由度を高め条例制定権の拡大を図るため、国に

よる義務付け・枠付け及び関与の廃止・縮小を行うこととし、少

なくとも地方分権改革推進委員会の勧告に基づく見直し条項につ

いては、勧告どおり見直すこと。 

３．国と地方の二重行政の解消等による行政の簡素化 

  国の出先機関の廃止・縮小により国と地方の二重行政を解消し、

国・地方を通じた行政の簡素化を推進すること。 

４．地方議会議員の法的位置付けの明確化 

  地方議会議員の法的な位置付けを明確にするため、地方議会議

員の職責・職務について地方自治法に規定すること。 

５．地方議会の権能強化 

  議会の自主性・自律性を高め、各議会が地域の実情に応じ、自

らの判断により権能を行使できる「強い議会」の実現を図るため、

議会の活動を制約している関係法令上の諸規定を見直し、地方議

会の権能を強化すること。 

 以上決議する。 

 平成２２年５月２６日 

全国市議会議長会 


